
































































































































26日には湖北省在住の中国人の入国が禁止された。CECC は 2 月27日に院級に昇
格したが，指揮官は行政院の正副院長に交代することなく，陳時中が続投した。



































　 2 月 1 日，新しい立法委員（第10期）が就任した。同日に行われた立法院長選挙
表 １　総統選挙の結果
正副総統候補者 政党 得票数 得票率
蔡英文 頼清徳 民進党 8,170,231 57.13%
韓国瑜 張善政 国民党 5,522,119 38.61%
宋楚瑜 余湘 親民党 608,590 4.26%
（出所）　中央選挙委員会ウェブサイト（https://www.cec.gov.tw/）。
表 2　立法委員選挙の結果
政党 合計議席数1） 小選挙区2） 原住民3） 比例代表2）
民進党 61 （-7） 46 （45.60%） 2 13 （33.98%）
国民党 38 （+3） 22 （40.57%） 3 13 （33.36%）
民衆党 5 （+5） 0 （1.90%） 0 5 （11.22%）
時代力量 3 （-2） 0 （1.02%） 0 3 （7.75%）
台湾基進 1 （+1） 1 （1.02%） 0 0 （3.16%）
親民党 0 （-3） 0 （0.44%） 0 0 （3.66%）
その他 5 （+3） 4 （9.45%） 1 0 （6.87%）
合計 113 73 6 34







　蔡英文総統の 2 期目就任演説を受けて，10月 6 日には非常設の修憲委員会が 5
年ぶりに設置された。民進党は監察院や考試院の廃止を，国民党は議院内閣制へ
の移行を主張している。ただし，憲法修正の発議には立法委員の 4 分の 3 の出席
















総統府秘書長を辞任した（ 8 月 2 日）。その後任には，海峡交流基金会董事長に転
じていた李大維が就き，李登輝・元総統の国葬の実務を担った。
監察院人事と国家人権委員会の設置
　 6 月22日，蔡英文総統は，第 6 期監察委員に27人を指名した。蔡英文総統が









「就任を承認されれば，民進党を離れる」と表明したが，国民党は 6 月28日と 7
月14日に立法院の本会議場を占拠し，審議妨害を図った。しかし，与党民進党な
どの賛成により，監察院人事案は 7 月17日に立法院で承認された。










　国民党中央常務委員会は 1 月15日に，同党主席補欠選挙の投票日を 3 月 7 日と
した。補欠選挙には，本省人で前者に近い江啓臣立法委員と，外省人で後者に近
い郝龍斌・前台北市長が立候補した。郝龍斌も「中華民国の存在を認めていな























棄や失言などを理由として2019年12月に罷免を申し立てられた。2020年 6 月 6 日
に行われた高雄市民投票では，罷免への賛成（93万9090票，有効投票数の
























　総統府は 7 月31日に国葬の実施を決め， 8 月 3 日には現政権と退任後に対立し
た連戦・元副総統を含む李登輝政権の国家要職者が「治喪大員」（国葬委員）に任
命された。総統府は李登輝・元総統が信仰したキリスト教長老教会と協力し，火







































まれた。特別予算案は 2 月27日に決定して立法院に送付，立法院を 3 月13日に通
過した。しかし，新型コロナウイルス感染症は世界経済に影響を与え，台湾でも
株価の急激な下落が起きた。特別予算案が通過した 3 月13日の台湾株式市場では，





は， 4 月に1500億元， 7 月に2099億元と， 2 度にわたって追加予算を編成した。
追加予算案はいずれも立法院を通過し，特別予算の規模はほぼ上限額である4200






















































断つために， 8 月17日に 3 度目の規制強化を実施した。この規制強化によって，
ファーウェイは他社が設計した半導体も入手できなくなり，ファーウェイによる
台湾からの半導体の調達は不可能となった。
　アメリカによる一連の規制強化は，ファーウェイが Apple 社に次ぐ 2 番目の取
引先であった TSMC やほかの台湾系半導体企業にも影響を与えることになった






































問した。 2 月には頼清徳・次期副総統が訪米した。 4 日には国際信教の自由円卓
会議で講演し，サム・ブラウンバック信教の自由担当特任大使と意見交換した。
5 日には国家安全会議が入る大統領府のアイゼンハワー行政府ビルを訪れ， 6 日
にはトランプ大統領を含む超党派の政治家が会する全米祈祷朝食会に出席した。
就任前とはいえ，次期副総統がアメリカ政府要人と面会するのは異例であった。



























　 1 月14日の沈一鳴参謀総長（ 2 日に事故死）らの合同葬には，ブレント・クリス
テンセン AIT 台北事務所長のほか，2019年に存在が公になった駐在武官の 1 人，
マシュー・アイスラー空軍准将が出席した。 8 月23日には，蔡英文総統とともに
クリステンセン所長が金門島砲戦（1958年）の慰霊祭に同職として初参加した。 9



















5 月20日 Mk-48魚雷18発 1.8億ドル





F-16戦闘機用 MS-110偵察ポッド 6 台
10月26日 ハープーン沿岸防衛システム100基およびRGM-84L 対艦巡航ミサイル400発 23.7億ドル
11月 3 日 MQ-9B シーガーディアン無人哨戒機 4 機など 6 億ドル






















































議会両院と連名で中国を非難する声明を発表し，また，台湾と防疫（ 4 月 1 日）や
教育（ 5 月 3 日）に関する共同声明に調印した。チェコ上院は 5 月20日に，蔡英文
総統の 2 期目就任式に合わせ，ビストルチル議長の訪問を支持する決議を採択し，
改めて同国に対する中国の圧力を非難した。
　ビストルチル上院議長は 8 月30日から 9 月 6 日にかけて来訪した。 9 月 1 日に
は立法院で演説し，民主主義国が団結して権威主義国に対抗するよう訴え，また
アメリカのケネディ大統領によるベルリン演説（1963年）に倣って「私も台湾人で





































情から， 2 月中の帰国便運航が見送られた。しかし 3 月には中台双方による
チャーター便（11日），29日と30日には定期便の枠内での帰国便運行が実施された。
　 8 月と 9 月には，中国がアメリカやチェコの要人の来訪に猛反発した。王毅外
交部長は外遊中，立法院で演説したチェコ上院議長に「重い代償を支払わせる」







































































































2 月 １ 日 ▼第10期立法委員，就任。立法院，
游錫堃院長と蔡其昌副院長を選出。
2 日 ▼ CECC と教育部，小中学校などの旧
正月休みの 2 週間延長と夏休みの短縮を決定。
3 日 ▼武漢からの第 1 次帰国便，運航。
▼中台間の団体旅行，全面禁止。
4 日 ▼ CECC，14日以内に中国，香港，マ
カオに停泊したクルーズ船の受け入れ中止を
決定。 6 日，対象を全てのクルーズ船に拡大。
5 日 ▼ CECC，中国人の入国を禁止すると
発表。
6 日 ▼ CECC，マスクの購入を 1 人 1 週間
2 枚に制限。























































4 月 １ 日 ▼台湾とチェコ，防疫協力に関する
共同声明を締結。中国の国務院台湾事務弁公
室，「台湾独立の画策」と批判。




9 日 ▼マスク販売制限を緩和。 1 人 2 週間
9 枚，子供は10枚に。海外の家族（ 2 親等内）
への送付も 2 カ月で30枚まで解禁。

























5 月 １ 日 ▼アメリカ国務省国際機構局と国連
代表部，SNS で台湾の WHO 参加を訴える。
6 日 ▼ ポンペオ米国務長官，WHO 事務局
に台湾の WHO 総会参加を認めるよう要求。
8 日 ▼新型コロナウイルス特別予算の第 1
次追加予算，立法院で成立。

















6 月 １ 日 ▼外交部，AIT，日本台湾交流協会，
グローバル協力訓練枠組 5 周年共同声明を発
表。































































































26日 ▼コロナウイルス特別予算の第 2 次追
加予算，立法院で成立。
29日 ▼空軍の F- 5 E 戦闘機，台東沖で墜落。
操縦士が死亡。





















24日 ▼ 蔡英文総統とクリステンセン AIT
台北事務所長，潜水艦起工式に出席。












































































































　（注） 1 ）＊は女性。 2 ）下線は行政院会議での





































　ニカラグア共和国 1990.11.6 復交 1985.12.7 断交





　 2 ）　2020年 2 月にソマリランドと二国間協定を締結し，相互に国家承認した。ただし，台湾
のほかに，ソマリランドを国家承認している国はない。




2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
人 口（1,000人） 23,434 23,492 23,540 23,571 23,589 23,603 23,561
労 働 力 人 口（同上） 11,535 11,638 11,727 11,795 11,874 11,946 11,964
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.20 -0.30 1.39 0.62 1.35 0.56 -0.23
失 業 率（％） 3.96 3.78 3.92 3.76 3.71 3.73 3.85




2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
民 間 消 費 支 出 8,603 8,788 9,082 9,326 9,610 9,886 9,613
政 府 消 費 支 出 2,361 2,364 2,482 2,487 2,623 2,656 2,773
資 本 形 成 3,668 3,706 3,798 3,771 4,086 4,464 4,683
固 定 資 本 形 成 3,631 3,664 3,808 3,796 4,001 4,490 4,701
在 庫 増 減 38 42 -10 -25 85 -26 -17
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 12,559 12,157 11,808 12,096 12,191 12,022 11,578
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 10,934 9,959 9,615 9,696 10,136 10,094 8,873
国 内 総 生 産（GDP） 16,258 17,055 17,555 17,983 18,375 18,933 19,774
海 外 純 要 素 所 得 439 440 451 447 415 476 591




2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
全 産 業 16,560 16,723 17,047 17,677 18,183 18,677 19,231
農 林 水 産 業 393 362 328 355 370 364 369
鉱 業 ・ 採 石 業 13 12 11 11 12 12 12
製 造 業 5,364 5,436 5,656 5,963 6,117 6,197 6,585
電 気 ・ ガ ス 289 278 296 296 302 308 316
水 道 ・ 環 境 サ ー ビ ス 100 97 98 101 106 109 112
建 設 業 419 416 411 408 416 436 465
小 売 ・ 卸 売 業 2,685 2,672 2,678 2,794 2,888 3,022 3,167
運 輸 ・ 倉 庫 業 501 497 511 543 572 581 481
宿 泊 ・ 飲 食 業 426 430 436 439 451 477 442
情 報 通 信 業 478 518 549 570 595 633 658
金 融 ・ 保 険 業 1,055 1,100 1,125 1,183 1,228 1,275 1,343
不 動 産 業 1,358 1,386 1,399 1,423 1,459 1,505 1,542
公 共 サ ー ビ ス ・ 国 防 1,050 1,051 1,050 1,058 1,066 1,081 1,100
教 育 751 749 739 736 738 740 741
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,697 1,726 1,760 1,797 1,863 1,931 1,903
（＋）輸 入 税 194 196 200 209 216 226 242
（＋）付 加 価 値 税 295 291 308 315 320 328 324
統 計 誤 差 -113 -26 0 -65 -77 -36 -4
国 内 総 生 産（GDP） 16,935 17,183 17,555 18,137 18,642 19,195 19,791






2017 2018 2019 2020
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 88,745 50,037 96,498 53,790 91,789 57,394 102,449 63,576
香 港 41,165 1,512 41,401 1,409 40,325 1,062 48,991 1,212
日 本 20,574 41,939 22,801 44,151 23,279 44,052 23,400 45,882
韓 国 14,416 16,893 15,739 19,525 16,917 17,741 15,141 20,596
シ ン ガ ポ ー ル 17,620 8,711 17,324 8,416 18,184 7,922 19,084 8,988
マ レ ー シ ア 10,368 7,178 10,602 9,305 9,400 10,366 9,458 9,878
ベ ト ナ ム 10,457 3,120 10,771 3,698 10,772 5,282 10,521 5,492
タ イ 6,381 4,357 6,168 4,581 5,518 4,253 5,289 4,542
フ ィ リ ピ ン 9,593 2,378 8,942 2,493 6,157 2,114 5,646 2,124
ド イ ツ 6,429 9,198 7,058 9,969 6,522 9,403 6,039 10,170
オ ラ ン ダ 4,972 3,476 5,856 3,883 5,863 7,879 6,048 6,557
ア メ リ カ 36,773 28,396 39,490 33,105 46,247 34,850 50,551 32,479
オーストラリア 2,931 8,235 3,395 9,552 3,237 10,017 3,229 8,023
そ の 他 45,063 71,770 47,962 80,915 44,947 73,316 39,365 66,298




2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
経 常 収 支 60,607 72,730 71,222 83,053 70,843 65,161 94,276
貿 易 収 支 60,249 73,139 70,960 81,258 67,034 57,671 74,742
輸 出（FOB） 382,253 339,837 309,283 342,706 345,495 330,743 344,838
輸 入（FOB） 322,004 266,698 238,323 261,448 278,461 273,072 270,096
サ ー ビ ス 収 支 -11,344 -10,819 -10,524 -8,763 -6,622 -5,067 3,315
収 入 41,578 40,968 41,291 45,213 50,209 51,838 41,170
支 出 52,922 51,787 51,815 53,976 56,831 56,905 37,855
第 一 次 所 得 収 支 14,458 13,779 13,956 14,695 13,752 15,396 19,362
収 入 29,212 28,893 29,480 34,239 39,051 39,152 38,507
支 出 14,754 15,114 15,524 19,544 25,299 23,756 19,145
第 二 次 所 得 収 支（純） -2,756 -3,369 -3,170 -4,137 -3,321 -2,839 -3,143
資 本 勘 定 -8 -5 -9 -12 63 -3 -9
金 融 勘 定 50,531 64,972 58,490 75,007 58,900 57,554 50,035
直 接 投 資（純） 9,883 12,318 8,254 8,151 10,944 3,547 5,466
証 券 投 資（純） 44,041 55,112 77,120 77,839 84,028 46,401 58,543
派 生 金 融 商 品（純） -546 2,195 1,700 -503 1,638 2,501 453
そ の 他 投 資（純） -2,847 -4,653 -28,584 -10,480 -37,710 5,105 -14,427
誤 差 脱 漏 2,947 7,258 -2,060 4,433 493 9,054 4,110






　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 
2016 2017 2018 2019 2020 2021
歳 入 1,895,641 1,921,299 2,017,736 2,076,530 2,107,028 2,053,366
税 収 1,533,842 1,522,877 1,639,217 1,686,139 1,679,592 1,682,542
営業利益および事業収入 231,987 233,506 238,257 251,157 244,253 241,594
手数料および反則金収入 85,164 120,489 97,052 86,296 123,209 79,003
財 産 収 入 26,634 22,649 29,602 30,692 48,018 32,160
そ の 他 18,013 21,778 13,608 16,245 11,956 22,068
歳 出 1,940,603 1,930,978 1,909,712 1,955,807 2,077,569 2,135,897
一 般 政 務 費 179,700 176,006 185,066 185,363 197,778 202,632
国 防 費 309,297 305,698 313,742 324,121 337,505 347,884
教 育 科 学 文 化 費 382,721 401,751 386,912 406,915 420,181 419,185
経 済 発 展 費 266,730 256,734 233,096 241,684 246,906 247,831
社 会 福 祉 費 460,369 475,403 487,377 490,250 523,509 558,783
社 区 発 展 ・ 環 境 保 護 費 17,457 16,437 18,003 18,562 23,183 21,119
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 146,829 137,882 127,650 133,836 146,389 147,059
債 務 費 113,204 101,811 100,725 98,208 108,001 107,973






2016 2017 2018 2019 2020
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 323 9,670,732 580 9,248,862 726 8,497,730 610 4,173,090 475 5,906,489
農 林 水 産 業 2 8,000 4 16,815 6 26,037 1 52,390 5 81,008
鉱業・採石業 1 9,210 0 22,703 0 0 0 0 1 84
製 造 業 149 7,112,219 225 6,435,556 293 5,975,531 250 2,408,058 172 3,341,413
建 設 業 5 67,904 17 9,634 12 57,966 14 28,758 9 54,091
卸売・小売業 84 535,112 183 1,059,867 209 1,188,919 182 1,008,872 141 1,407,729
運輸・倉庫業 1 71,974 6 37,801 9 158,425 6 146,752 2 207,223
宿泊・飲食業 4 24,424 10 22,498 9 84,798 8 6,606 9 30,973
情 報 通 信 業 9 49,335 23 64,061 33 47,106 11 45,293 22 17,728
金融・保険業 20 1,362,907 15 1,073,515 26 589,043 18 236,871 9 516,594
そ の 他 48 429,647 97 506,412 129 369,905 120 239,490 105 249,646
（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。
